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０ 国の方向性

改革の理念及び基本的な考え方等

(1) 改革の理念

⚫ 急激な少子化が進む中でも、将来にわたって生徒が継続的にスポーツ・文化芸術活動に親しむ機会を確保・充実するのが改革の主目的。

※改革を実現するための手法を考える際には、学校における働き方改革の推進を図ることや良質な指導等を実現することについても考慮。

⚫ 学校単位で部活動として行われてきたスポーツ・文化芸術活動を、地域全体で関係者が連携して支え、生徒の豊かで幅広い活動機会を保障。
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R7.５.１６ 「地域スポーツ・文化芸術創造と部活動改革に関する実行会議」
最終とりまとめ【抜粋】

(2) 地域クラブ活動の在り方

⚫ 地域クラブ活動においては、学校部活動が担ってきた教育的意義を継承・発展させつつ、新たな価値を創出することが重要。

＜新たな価値の例＞

生徒のニーズに応じた多種多様な体験（マルチスポーツ、レクリエーション的な活動）、生徒の個性・得意分野等の尊重、学校等の垣根を越

えた仲間とのつながり創出、引退のない継続的な活動及び地域クラブの指導者による一貫的な指導

(3) 地域全体で連携して行う取組の名称

⚫ 上記の理念や地域クラブ活動の在り方等をより的確に表すため、「地域移行」という名称は、「地域展開」に変更。

今後の改革の方向性

改革の
進め方

⚫休日については、次期改革期間内に、原則、全ての学校部活動において地域展開の実現を目指す。
※地域の実情等を踏まえつつ、できる限り前倒しでの実現を目指すことが望ましい。
※中山間地域や離島など特殊な事情により地域展開に困難が伴う場合等には、国としても、きめ細かなサポートを通じて地域

展開を後押し。それでも地域展開が困難な場合には、当面、部活動指導員の配置等を適切に実施。

次期
改革
期間

⚫ 「改革実行期間」（前期：令和8～10年度⇒ 中間評価⇒ 後期：令和11～13年度）
※現時点で着手していない地方公共団体においても、前期の間に休日の地域展開等に着手。
※平日の改革については、前期において活動の在り方や課題への対応策等の検証を行った上で、中間評価の段階で改めて取組

方針を定め、更なる改革を推進。

R8 R9 R10 R11 R12 R13

改革実行期間(前期) 改革実行期間（後期）
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１ 大阪市における少子化の推計

１ 本市を取り巻く状況 4

≪大阪市の推計人口（年齢各歳別）（令和６年10月１日現在）≫

①全国的には急激な少子化が進んでいるが、本市における年少人口（０～14歳）については、緩やかな減少見込と推計さ

れている。

〈（参考）年少人口における減少ペース（25年）の比較 〉 （【年齢３区分別人口の推移】より）

1970年→1995年 30万人減 （Aの期間） ： 2025年→2050年 6万人減見込 （Bの期間）

②また、本市の13歳から１５歳の推計人口においては、10年後の令和16年に現在の９１％となる見込みになっている。

市立中学校130校へ進学したと仮定した場合、平均で1校あたり40.6人減、1学年あたり13.5人減

※推計人口自体は対象年齢全体の人数であるため、市立中学校以外へ進学する人数も含まれている

A B

②【13歳～15歳 推計人口】①【年齢３区分別人口の推移】

91%

≪大阪市における人口動向及び将来推計（令和7年3月）≫



5≪参考≫ 本市を取り巻く状況 5

2025年
282万人

≪大阪市における人口動向及び将来推計（令和7年3月）≫
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１５歳未満の人口について 人口推計調査より２ 少子化～区

6

大
阪
市

⚫大阪市内の中心部に位置する５区は10年前後は増加傾向、近隣５区は緩やかな減少
⚫以外の14区は減少傾向

１ 本市を取り巻く状況 6
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2 R7 部活動 部員数（入部率）推移

１ 本市を取り巻く現状 7

大阪市立中学校 H10 (1998) H20 (2008) H30 (2018) R7 (2025) H10とR7との比較

生徒数 62,662 5５,２４１ 50,708 50,708 ▲11,954

運動部員数 37,111(59%) 31,111(56%) 28,114(55%) ２7,437(54%) ▲9,674

文化部員数 12,453(20%) 11,029(20%) 13,055(26%) １2,438(25%) ▲15
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10年後に生徒数が約90％まで減少

→ 約45,600人が在籍

〈現在の入部率から活動志向を予想〉

・運動志向 22,800人（５０%)

・文化志向 9,120人（20％）



8１ 教職員アンケート

教員の働き方改革

⚫教員アンケートによると「部活動指導に携わる負担感」を「②少し感じている」「③負担に感じている」「④とても負担に感

じている」と回答した割合は７６％、「部活動顧問を担当する意思について」では⑦「顧問は担当したくない」割合は４４％

であった ⇒ 引き続き、部活動顧問教員の負担軽減が課題

8

≪部活動に関するアンケート調査より（R7.5月） 対象：教職員4151人 回答数1870人（約４５%） 回答在籍校130校≫

１３％

７％

０％

２４％

１１％

１％

４４％



9１ 教職員アンケート・状況調査

教員の働き方改革
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≪部活動に関するアンケート調査より（R7.5月） 対象：教職員4151人 回答数1870人（約４５%） 回答在籍校130校≫

≪大阪市立中学校における部活動の状況調査について 対象：全中学校（R7.5月）≫

170

181

10

58
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配置を希望しない

平日・休日ともに配置した

い

休日のみ配置したい

平日のみ配置したい

部活動指導員の配置希望について

（主顧問×未配置）

419

人

未配置の
59.4％

令和７年度 部活動数 土日活動

運動部 1041 1021 98.1%

文化部 565 166 29.4%

合計 1606 1187 73.9%



10１ 本市の部活動実施状況

部活動指導員の配置(H30～） 拡充

合同・拠点校方式による部活動 継続して推進

学校部活動の地域連携

将来にわたって子どもたちがスポーツ・文化芸術活動に触れる
機会の確保に向け、種目・実施回数の拡充や、利用施設等につ
いて検証を重ねながらモデル事業を実施

自治体運営の地域クラブのモデル研究 ・・・ R３・4実施
民間事業者へ委託し地域クラブのモデル研究 ・・・ R5～ 実施

休日の新たな地域クラブへの移行

※合同活動方式・・・１つの部活動種目において、複数校の部活動が集まり活動する

※拠点校方式・・・・在籍校に部活動種目の設置がないため、種目設置がある拠点校で活動する

子どもたちの活動環境の確保のため、小規模校などニーズの高いところから、部活動を学校単位から
グループ単位へと近隣校を含めた部活動改革を推進。
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１ 部活動指導員、複数校合同チーム・拠点校方式～地域連携

➢ 部活動指導員・・・平成３０年度から順次拡大

    教員に代わって顧問として指導・引率できるスタッフの配置による顧問教員の負担軽減

専門的なスキルを持つスタッフの指導による部活動指導の質の向上

 

＜配置人数の経過＞

令和7年度(9月現在） 1606部活動、部活動指導員配置７9５人、部活動全体の５０%に配置

※運動部６４６人/10４１部（６２％）、 文化部1４９人/5６５部（２６％）

➢ 合同・拠点校方式の大会参加状況≪令和７年度春季総体参加≫

11

複数校合同チーム (組んだチーム＝T)

・軟式野球 ６T（１５校） ・ラグビー ８T（３０校）

・ソフトボール ２T（5校） ・サッカー ９T（２０校）

・バドミントン １T（3校） ・バスケットボール ４T（９校）

・ハンドボール １T（２校） ・バレーボール ２T（４校）

(参考）地域スポーツ団体

・陸上 ３ ・サッカー １ ・柔道 ４ ・バレーボール ３

拠点校方式での部活動チーム（組んだチーム＝T)

・水泳 ２T ・サッカー ４T ・ダンス １T

・ハンドボール ４T ・バレーボール １T ・剣道１T

７９５

学校部活動の地域連携の取組



１ 部活動指導員～地域連携

●部活動設置(R7年度)16０６部活動、部活動指導員配置79５部活動、部活動全体の５０%に配置
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男女共
通の部
設置

男子部
単独
設置

女子部
単独
設置

合計部
活動数

部活動
指導員
数

部活指
導員配
置割合

男女共
通の部
設置

男子部
単独
設置

女子部
単独
設置

合計部
活動数

部活動
指導員
数

部活指
導員配
置割合

1 バスケットボール 10 97 92 199 119 60% 1 美 術 112 0 1 113 10 9%

2 バ レ ー ボ ー ル 12 25 88 125 95 76% 2 吹 奏 楽 102 0 0 102 76 75%

3 軟 式 野 球 76 30 0 106 57 54% 3 家 庭 科 72 0 1 73 3 4%

4 サ ッ カ ー 76 19 2 97 61 63% 4 茶 道 ・ 華 道 39 0 1 40 31 78%

5 陸 上 競 技 74 1 0 75 39 52% 5 コ ン ピ ュ ー タ 22 0 0 22 0 0%

6 卓 球 56 8 4 68 58 85% 6 英 語 ・ Ｅ Ｓ Ｓ 21 0 0 21 1 5%

7 バ ド ミ ン ト ン 29 6 33 68 56 82% 7 科 学 ・ 理 科 23 0 0 23 1 4%

8 ソ フ ト テ ニ ス 7 6 38 51 23 45% 8 放 送 17 0 0 17 1 6%

9 水 泳 競 技 48 0 0 48 26 54% 9 技 術 ・ 工 作 14 1 0 15 3 20%

10 剣 道 45 2 0 47 28 60% 10 合唱（ コーラス） 13 1 1 15 7 47%

11 ラ グ ビ ー 25 15 0 40 14 35% 11 文 芸 15 0 0 15 1 7%

12 テ ニ ス 7 15 14 36 26 72% 12 演 劇 15 0 0 15 2 13%

13 ソ フ ト ボ ー ル 1 2 22 25 12 48% 13 軽 音 楽 ・ 音 楽 12 0 0 12 7 58%

14 柔 道 20 1 0 21 13 62% 14 書 道 9 0 0 9 2 22%

15 ハ ン ド ボ ー ル 7 5 3 15 9 60% 15 園 芸 ・ 緑 化 9 0 0 9 1 11%

16 体 操 競 技 5 0 0 5 1 20% 16 囲 碁 ・ 将 棋 7 0 0 7 0 0%

17 ダ ン ス 5 0 0 5 5 100% 17 料 理 ・ 手 芸 5 0 0 5 0 0%

18 少 林 寺 拳 法 3 0 0 3 1 33% 18 国 際 理 解 2 0 0 2 0 0%

19 登 山 2 0 0 3 0 0% 19 社 会 2 0 0 2 0 0%

20 レ ス リ ン グ 1 0 0 1 0 0% 20 写 真 2 0 0 2 0 0%

21 な ぎ な た 1 0 0 1 1 100% 21 太 鼓 2 0 0 2 2 100%

22 相 撲 0 0 0 0 0 0% 22 マ ン ガ ・ ア ニ メ 1 0 0 1 0 0%

23 そ の 他 2 0 0 2 2 0% 23 そ の 他 43 0 0 43 1 2%

512 232 296 1041 646 62% 559 2 4 565 149 26%

1606 795 50%●　部活動指導員（会計年度任用職員）2,597円/時間　週15時間以内 運動部・文化部　合計

運動部活動 文化部活動

合　　計 合　　計



13２ 部活動の地域移行モデル事業の経緯

地域指導者
部活動指導員
兼職教員など 実施主体

Ⅰ

地域指導者
部活動指導員
兼職教員など 実施主体

Ⅱ

実施主体
地域指導者

部活動指導員
兼職教員など

Ⅲ

Ｒ４ 都島区５中学校（単独校型）
Ｒ３ 桜宮スポーツクラブ（都島区）
Ｒ４ 都島区５中学校（複数校型）
R5・６ 各区 近隣校（東淀川・都島・西・東住吉区）

Ｒ３ Ｒ５ Ｒ６

事業名
スポーツ庁　地域部活動推進
事業
「桜宮スポーツクラブ」

スポーツ庁　地域部活動推進
事業
「桜宮スポーツクラブ」

経産省　未来のブカツ実証研
究
「市内拠点モデル」

スポーツ庁　地域スポーツクラ
ブ活動体制整備事業
「民間事業者モデル」

スポーツ庁　地域スポーツクラ
ブ活動体制整備事業
「民間事業者モデル」

実施地域
1区
・都島区　全5校

1区
・都島区　全5校

３区
・西　　区　全３校
・東淀川区　3校/8校中
・東住吉区　3校/7校中

４区
・都 島  区　全５校
・西　　区　全３校
・東淀川区　3校/8校中
・東住吉区　3校/7校中

４区
・都 島  区　全５校
・西　　区　全３校＋中之島中
・東淀川区　3校/8校中
・東住吉区　3校/7校中

・5中学校（単独校型）
・5中学校（複数校型）

・各区（近隣複数校） ・各区（近隣複数校）

・桜宮高（都島区＋福島・北・旭
区）

・都島区【特別企画】桜宮高
（＋福島・北・旭区）

・都島区【特別企画】桜宮高
（＋福島・北・旭区）

実施コマ数
（1コマ2時間程度）

10コマ 41コマ 8コマ 102コマ 210コマ

実施者 教育委員会事務局 教育委員会事務局
教育委員会事務局
大阪成蹊大学

民間事業者へ委託
・リーフラス（4区）

民間事業者へ委託
・コナミスポーツ（東淀川区）
・スポーツデータバンク（都島・
西・東住吉）

指導者 オリンピアン・高校教員
オリンピアン等トップアスリー
ト・高校教員・部活動指導員・兼
職兼業教員

トップアスリート・部活動指導
員

民間事業者雇用指導者
※桜宮SC：オリンピアン等トッ
プアスリート・高校教員

民間事業者雇用指導者
※SAKURA.SC：オリンピアン
等トップアスリート・高校教員

Ｒ４

・桜宮高等学校 ・各区（近隣複数校）実施拠点等
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Ｒ４･5 桜宮スポーツクラブ（都島・福島・北・旭）
Ｒ６ SAKURAスポーツクラブ（中高連携等）



14２ 部活動の地域移行モデル事業の経緯 14

拠点

広域企画

モデル事業 R5 R6 R7

拠点 ４ ４ ４

対象校 ２６ ２７ ４５

対象区 ７ ７ １０

広域企画 １ １ ２

実施回数 １０２ ２１０ ３２０



令和7年度 事業の概要について

２ 部活動の地域移行（展開）モデル事業

拠点
都島区 ： 高倉中・桜宮中・都島中・淀川中・友渕中
西 区 ： 西中・花乃井中・堀江中・中之島小中一貫
東住吉区 ： 矢田中・矢田南中・矢田西中

東淀川区 ： 瑞光中・井高野中・大桐中

期 間 ６月頃から活動スタート～令和７年１２月末まで ６月頃から活動スタート～令和７年12月末まで

実 施

80コマ（種目×回数）へ拡充

都島区・西区において特別企画10コマ
特別企画【SAKURAクラブ】

・・・拠点の近隣区にも対象を広げて募集するプログラム
都島区：都島区・北区・旭区・福島区
西 区：西区・浪速区・大正区・港区

８０コマ（種目×回数）

今年度より、水泳については東淀川区全中学校を対象と
する（会場：コナミスポーツクラブ上新庄）

受注者 スポーツデータバンク株式会社 コナミスポーツ株式会社

拠点共通

指導者
各種目２名体制とし、民間事業者による社員や地域人材の配
置か、本市の部活動指導員や地域クラブでの指導を希望す
る本市の兼職兼業教員。

種 目
各校で休日の部活動指導に困っている種目や、 シーズン制
の実施種目やレクレーションなど新たな種目も検討する

対象生徒
対象中学校に在籍する生徒の希望者
※特別企画や種目により、近隣区および近隣校を含む場合

あり

15

拠点

特別企画



２ 部活動の地域移行モデル事業 実施種目詳細 16

R7 実施(予定）種目

区 令和７年度 実施（予定）種目

東淀川
水泳① 水泳② バドミントン 卓球

トレーニング ギター ボッチャ

都島

水泳 ダンス 卓球 柔道 トレーニング 陸上 野球

硬式テニス ボッチャ 漫画・イラスト 書道 e-スポーツ プログラミング

【特別企画】
SAKURAクラブ

水泳 ボート 男子バレー 柔道 ボッチャ

西

ダンス 卓球 トレーニング バドミントン バレーボール 水泳 陸上

書道 軽音楽 漫画・イラスト 合唱 e-スポーツ プログラミング

【特別企画】
SAKURAクラブ

陸上 バスケットボール ボッチャ e-スポーツ プログラミング

東住吉

ダンス 少林寺拳法 トレーニング サッカー バドミントン 卓球 柔道

バスケットボール 女子バレーボール 漫画・イラスト 書道
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【東淀川区】

プログラム
想定
回数

参加
申込数

実施店舗

水泳①
（水泳部向け）

３ ５２ 守口

水泳②
（初心者向け）

16 111 上新庄

フィジカル
トレーニング

１０ 36 上新庄

ダンス ８ １１ 上新庄

卓球 ４ 9 守口

≪活動の様子≫コナミスポーツ株式会社

＜水泳②＞

＜ダンス＞

＜フィジカルトレーニング＞

＜卓球＞

＜水泳①＞ ＜水泳①＞
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【都島区】 【西 区】 【東住吉区】スポーツデータバンク株式会社 スポーツデータバンク株式会社 スポーツデータバンク株式会社

プログラム
SA
KU
RA

想定
回数

参加
申込数

実施場所

バレーボール
（男女）

6 13 中之島中学校 体育館

卓球 4 ７ 本町卓球センター

陸上競技 6 ２
中之島中学校 屋外運動場
or 屋内運動場

水泳 5 25 コナミスポーツ心斎橋店

ダンス 8 10 中之島中学校 体育館

バドミントン 6 21 中之島中学校 体育館

トレーニング 4 11 中之島中学校 体育館

バスケットボール ＊ 1 25 中之島中学校 体育館

陸上競技 ＊ 1 中之島中学校 屋外運動場

プログラミング 4 13 中之島中学校 PC教室（4階）

プログラミング ＊ 3 5 中之島中学校 PC教室（4階）

漫画・イラスト 7 14 堀江アートスクール施設

漫画・イラスト ＊ 1 3 堀江アートスクール施設

書道 7 3 中之島中学校 さざなみホール

eスポーツ ＊ 6 17
OCA大阪デザイン＆テクノロ
ジー専門学校 6F

軽音楽
（ギター教室）

5 10 ベースオントップ心斎橋店

合唱 4 3 中之島中学校 音楽室

ボッチャ ＊ 2 3 中之島中学校 体育館

プログラム
SA
KU
RA

想定
回数

参加
申込数

実施場所

卓球 5 5 都島中学校 体育館

柔道 ＊ 3 1 桜宮高校 柔道場

テニス 6 9 都島中学校 本館グラウンド

陸上競技 4 3 都島中学校 サブグラウンド

みんなの
水泳教室

＊ 1 14 コナミスポーツ京橋店

水泳 5 9 コナミスポーツ京橋店

ダンス 7 5
都島中学校 体育館
または多目的室

軟式野球 4 0 都島中学校 サブグラウンド

トレーニング 7 4
都島中学校 体育館
または多目的室

ボート ＊ 5 6 桜宮共同艇庫

男子
バレーボール

＊ 1 2 桜宮高校

ボッチャ 5 1 都島中学校 多目的室

漫画・イラスト 7 10 都島中学校 多目的室

書道 7 0 都島中学校 多目的室

プログラミング 7 4 中之島小中学校 パソコン教室

eスポーツ 6 14 中之島小中学校 パソコン教室

プログラム
想定
回数

参加
申込数

実施場所

サッカー 6 16
矢田中学校
運動場

バスケット
ボール（男女）

6 0
矢田南中学校
体育館

女子
バレーボール

6 9
矢田中学校
体育館

バドミントン 7 25
矢田南中学校
体育館

卓球 6 4
矢田西中学校
体育館１F

柔道 12 0
矢田中学校
格技場

少林寺拳法 12 5
矢田西中学校
４F多目的室

ダンス 11 27
矢田南中学校
体育館１F

トレーニング 6 0
矢田南中学校
体育館１F

漫画・イラスト 4 3
矢田南中学校
多目的室

書道 4 1
矢田南中学校
多目的室
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≪活動の様子≫

＜e-スポーツ＞

＜ボッチャ＞

＜陸上＞

＜テニス＞

＜漫画・イラスト＞



３ 今後の方向性 20

令和７年度 部活動数 土日活動

運動部 1041 1021 98.1%

文化部 565 166 29.4%

合計 1606 1187 73.9%

大阪市立中学校 令和７年度 土日活動人数

生徒数 50,708 人 30,586 人

運動部員数 27,437 人 26,916 人

文化部員数 12,483 人 3,670 人

休日活動しているの部活動数（R7.5） 休日の部活動に参加している生徒数（R7.5）

➢ R7の段階で休日に約3万人の子どもたちが部活動に参加し活動している

➢ 改革実行期間の最終年であるR1３では今の９５％と推定 ⇒ 2９,０５７人の活動機会の確保が必要

➢ 29,057人の休日の活動機会の確保に向けて

１拠点 １５種目 （1拠点の合計定員450人）

1クラブにつき 年間８０回（休日・長期休業含む） 各種目定員３０名

１拠点につき ¥32,752,621 

450人×65拠点⇒29,250人

➢ 子どもたちの活動機会の確保には・・・65拠点必要 ¥2,128,920,365 将来的には、２～3校を

１拠点として市内50拠点程度が理想

➢ R13段階での全市的な地域展開は難しい⇒事業者の確保・指導者の確保・予算面含め課題大

≪休日の子どもの活動場所の確保について～民間委託によるモデル事業から≫
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受益者負担（月額）と全市年間シュミレーション

３ 今後の方向性 21

参加人数 2,000円/月 2,500円/月 3,000円/月 3,500円/月 4,000円/月

29,000 100% ６億9,600万円 ８億7,000万円 10億4,400万円 12億1,800万円 13億9,200万円

23,300 80% ５億5,920万円 ６億9,900万円 ８億3,880万円 ９億7,860万円 11億1,840万円

14,500 50% 3億4,800万円 ４億3,500万円 ５億2,200万円 ６億900万円 ６億9,600万円

8,700 30% ２億880万円 2億6,100万円 ３億1,320万円 ３億6,540万円 ４億1,760万円

改革実行期間最終年度のR13に休日の部活動へ参加している生徒人数の目安 約29,000人

（参考）
R７【運動部】26,916人 R７教職員アンケート休日部活動実施率98％を引用
R７【文化部】 3,670人 R７教職員アンケート休日部活動実施率２９％を引用

【不確定要素】
・平日に参加している部活動（学校教育）とは異なる活動への参加人数
・受益者負担に対する保護者の判断（負担自体、金額等）
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⚫ 全国的にみても多数の部活動指導員（人材バンク）を確保できている

⇒教員の負担軽減を推進 （令和７年9月現在７95部活動に配置）

⚫ 地域展開等をした際にも部活動指導に携わりたい教員が4割程度いる

（「条件による」が3割） 約１６００部活動の主顧問のうち約４割が指導を希望＝６４０人

        ⇒生徒や保護者の安心につながる

⚫ この先10年をみても今の生徒数の1割程度も減少しない想定

⇒急激な少子化ではないため、部活動の継続は可能

⚫ 学校間の距離が近く、保護者等の引率の必要なく安全に移動できる

⇒少子化の進展している地域において、合同部活動・拠点校方式による部活動が

実施しやすい 

本市の特徴・強み
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理念１：「生徒が継続的にスポーツ等に親しむ機会を確保・充実」のため

⚫ 現行の部活動を継続的に実施できる環境整備

→少子化が進む地域があれば、合同部活動や拠点校方式を実施

→指導者がいない場合等は、部活動指導員を配置

⚫ 生徒のニーズに応じた多種多様な体験活動（地域クラブ）の機会を確保

→モデル事業で実施してニーズのあった種目等を地域クラブとして展開

理念２：「教員の負担軽減」のため

⚫ 教員の指導による休日の部活動は実施しない

→「地域連携（案１）」学校に部活動指導員を配置し、部活動指導員のみで実施

→「地域展開（案2）」業務委託による部活動の地域展開

「地域連携（案１）」「地域展開（案２）」を見据え、今後も部活動指導員の配置を拡充し、部活動指導員のみ

で活動を実施 ⇒教員の負担軽減

部活動指導員を確保することで、「地域連携（案１）」の際は指導者として、「地域展開（案２）」の際は部活

動指導員を地域クラブの指導者として指導者不足の課題解消を図る
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今後の方向性

⚫ 改革実行期間中に教職員の指導による休日の部活動は実施しないことをめざす

⚫ 指導者については、学校部活動が担ってきた教育的意義を継承・発展※すべく、

「地域展開（案２）」が実現された際にも、部活動指導員が地域クラブ指導者として

従事することを想定（部活動指導員へのアンケート調査より、人材バンクに登録さ

れている８割の方が地域クラブ指導者となることを希望）

また、指導を希望する教員（兼職兼業）の参加を念頭に検討

⚫ 新たな価値の創出※として、多様な体験活動等の充実の実現に向けた継続した

取組が必要

     ※R7.５.１６ 「地域スポーツ・文化芸術創造と部活動改革に関する実行会議」最終とりまとめ【抜粋】より



３ 今後の方向性（休日）（案１） 25

⚫ 現 学校部活動【地域連携】

教職員の指導による休日の部活動は実施しない

指導者については、学校部活動が担ってきた教育的意義を継承・発展すべく、部活動指

導員を中心に、指導を希望する教員（兼職兼業）の参加を検討

合同部活動・拠点校方式による部活動の推進

大阪市 部活動指導員

募 集

採 用
指
導
員
派
遣

トランペットを演奏する男子学生のイラスト（吹奏楽）

サッカー少女のイラスト

面接のイラスト「就職活動中の男性」

休日について（案１）

兼職兼業 兼職兼業
兼職兼業

兼職兼業

https://4.bp.blogspot.com/-A-I64isWHyE/VD3Scnpwl7I/AAAAAAAAoUU/NW2dqVeSnWs/s800/suisougaku_trumpet_man.png
https://1.bp.blogspot.com/-DJbx-RVYx2g/WhUieDIwMeI/AAAAAAABIS8/sXC3JA_3fMcT37zTKSIYoHA_RAxkg3UIQCLcBGAs/s800/sports_soccer_girl.png
https://www.irasutoya.com/2013/05/blog-post_3850.html
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休日について （案２）

⚫ 休日における地域クラブ活動【地域展開】

大阪市の生徒の活動機会の確保を主目的とした地域クラブ活動（仮称）に向けて

～部活動指導員も地域クラブ指導者として活用した業務委託による地域展開等～

大阪市

事業者

業
務
委
託

指導への従事を望む教

職員について、兼職兼業

も含め検討

兼職兼業 兼職兼業 兼職兼業



３ 今後の方向性（平日）（案） 27

平日について

⚫ 現 学校部活動【地域連携】

部活動顧問教員による指導の他、部活動指導員活用や合同・拠点校式の推進

⚫ 今後の平日における学校部活動の改革【地域連携】

※平日の改革については、国において、改革実行期間（前期）＜令和8～10年度＞後の中間評価の段階

で改めて方針を定める

大阪市 部活動指導員

募 集

採 用
指
導
員
派
遣

トランペットを演奏する男子学生のイラスト（吹奏楽）

サッカー少女のイラスト

面接のイラスト「就職活動中の男性」

https://4.bp.blogspot.com/-A-I64isWHyE/VD3Scnpwl7I/AAAAAAAAoUU/NW2dqVeSnWs/s800/suisougaku_trumpet_man.png
https://1.bp.blogspot.com/-DJbx-RVYx2g/WhUieDIwMeI/AAAAAAABIS8/sXC3JA_3fMcT37zTKSIYoHA_RAxkg3UIQCLcBGAs/s800/sports_soccer_girl.png
https://www.irasutoya.com/2013/05/blog-post_3850.html
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３ 今後の方向性

本市のめざす部活動改革ビジョン

28

◆ 「 将来にわたって子どもたちがスポーツ・文化芸術活動に触れる機会の確保 」

⇒ 学校部活動の今後の在り方についての検証

⇒ 合同部活動・拠点校方式での部活動の推進

⇒ 多様な体験活動機会の確保に向け、休日の部活動の地域移行モデル事業の検証

◆ 「 教職員の負担軽減 」

⇒ 部活動指導員の確保 （それぞれの種目・競技の経験者による専門的な指導）

⇒ 大阪市部活動指針の改訂等

生徒にとって
スポーツ・文化芸術活動の活動機会を守り、

さらなる可能性の創出

教職員にとって
休日に部活動指導に従事しなくてよい環境

指導を望む教員の指導機会の確保



● 連携スキームのイメージ

公益財団法人安藤スポーツ･

食文化振興財団について

安藤財団では、日清食品の創業

者である安藤百福の思いであ

る「食とスポーツは健康を支え

る両輪である」を理念として、子

どもたちの健全な心身の育成

のためのスポーツ振興事業と食

文化の向上に貢献する事業に

取り組んでいます。

(HPより)安藤スポーツ･食文化

振興財団について | 安藤ス

ポーツ･食文化振興財団

● 部活動改革理念［2024年12月スポーツ庁］ ● 安藤財団の取組み● 地域展開への個別課題

① 生徒がスポーツに楽しむ機会の確保

② より良質な指導の実現

③ 教員の働き方改革

① 運営団体・実施主体の体制整備

② 指導者の質の保障・量の確保

③ 活動場所の確保

④ 活動場所への移動手段の確保

⑤ 大会運営の在り方

⑥ 関係者の理解促進

⑦ 安全確保のための体制整備

⑧ 障害のある生徒の活動機会の確保

⚫指導者の育成
•日本陸連(JAAF)、日本バスケ協会(JBA)と協力
•中学生の運動部活動の指導者の質の向上を図る
支援事業の立ち上げ

•テスト事業を大阪市、横浜市で実施

•テスト事業をモデル化（他自治体へ展開）

安藤財団との連携企画 ①

安藤財団からの提案がありＲ７に指導者養成を連携して行う企画進行中

29

https://www.ando-zaidan.jp/about/#philosophy
https://www.ando-zaidan.jp/about/#philosophy
https://www.ando-zaidan.jp/about/#philosophy


① 指導者基礎ナレッジ研修会 5/17 （土） 14時開始予定 ＠総合教育センター

対 象 ： 部活動指導員・部活動顧問

講 師 ： 一般社団法人ﾌｭｰﾁｬｰｽﾎﾟｰﾂｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ 代表理事 安藤美穂氏

費 用 ： 無料

内 容 ： 体罰･ハラスメントの防止・不祥事防止と緊急時対応など

所要時間 ： 2時間程度

③ トップアスリート講習会

② 競技指導者資格の取得促進

5/17ナレッジ研修会を受講すれば、日本陸上競技連盟・日本バスケットボール協会のライセンス講習会受講料が無料

講習会の日程については、中体連の陸上競技部・バスケットボール部の年間予定との調整が必要

＜バスケットボール＞ ２３名参加 ５月２４日（土）２５日（日） ＠堀江中学校

JBA E級ライセンス、D級ライセンスのライセンス講習対象講座の受講料が無料

＜陸上競技＞ １８名参加 ８月２４日（日）＠中之島小中一貫校

日本陸連の公認スタートコーチは、JSPO公認陸上競技スタートコーチも兼ねており、ライセンス講習受講料が無料

＜バスケットボール＞

大阪エヴェッサのプロ選手2名、U15アシスタントコーチによる指導会。7月25日（金）実施

＜陸上競技＞

トップアスリート2名による指導会。11月16日（日）実施予定

安藤財団との連携企画 ② 30



安藤財団との連携企画 ③ 31
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